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諮問第５４号 

答 申 

 

第１ 審査会の結論 

 審査請求人（以下「請求人」という。）の公文書公開請求に対し、札幌市教育委員会教育

長（以下「実施機関」という。）が行った非公開決定のうち、札幌市立藻岩中学校（以下「対

象校」という。）における特別会計に係る通帳（以下「特別会計通帳」という。）を非公開

とし、平成１１年度修学旅行関係資料のうち発注票を非公開とした決定は、妥当である。

また、平成１１年度修学旅行関係資料のその他の公文書を非公開としたことは、結果とし

て妥当であると認めざるを得ない。 

 

 

第２ 審査請求に係る経緯 

１ 公開請求 

  請求人は、平成１６年５月３１日、札幌市情報公開条例（平成１１年条例第４１号。

以下「条例」という。）第６条第１項の規定に基づき次の請求を行った（以下「本件請

求」という。）。 

(1) 対象校における平成１１年度修学旅行会計資料のうち見積書、発注票、納品書、

領収証等。不存在のものについては、不存在の理由を示す資料及び保存期間内であ

るにもかかわらず不存在との事態に対して実施機関が取った調査を示す資料。不存

在との事態に対して実施機関が責任者に対してとった処分の内容を示す資料 

(2) 対象校における平成１５年度修学旅行会計資料と通帳及び学校長所管の裏会計の

通帳。実施機関はこれまで裏会計は存在しないと主張しているが、その主張の裏付

けとなる資料、また対象校に対して問い合わせをしない理由を示す資料 

 

２ 一部公開決定 

  実施機関は、対象校における平成１５年度修学旅行に係る領収書、決算報告書、受払

通知書を対象公文書として特定し、特定の個人を識別できる情報を非公開とした上で、

その他の部分を公開する決定（以下「原決定」という。）を行い、平成１６年６月２３

日付け公文書一部公開決定通知書をもって請求人あて通知した。 

 

なお、本件請求に係る次の公文書については不存在につき非公開とすることを、当該

公文書一部公開決定通知書備考欄に付記した。 

(1) 対象校における平成１１年度修学旅行に係る見積書、発注書、納品書、領収書（以

下「１１年度文書」という。） 

(2) 対象校における平成１５年度修学旅行に係る見積書、発注書、納品書 

(3) 上記(1)(2)が不存在である理由を示す資料 

(4) 上記(1)(2)が不存在との事態に対して実施機関がとった調査を示す資料、責任者に

対してとった処分の内容を示す資料。 

(5) 特別会計通帳 

(6) 上記(5)を不存在とする実施機関の主張の裏付けとなる資料、対象校に対して問い

合わせをしない理由を説明する資料 
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３ 審査請求 

  請求人は、原決定のうち上記２(1)及び(5)に係る決定を不服として、行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０号）第５条に基づき、同年７月１３日付けで審査庁である札

幌市教育委員会に対し、審査請求を行った。 

 

 

第３ 請求人の主張要旨 

１ 審査請求の趣旨 

 １１年度文書及び特別会計通帳を公開するとの決定を求める。 

 

２ 審査請求の理由 

(1) １１年度文書の保存期間 

   １１年度文書は、保存期間が５年と定められているものであり、これを不存在とす

ることに何ら合理的な説明がない。 

 (2) 特別会計通帳の意図的不存在 

  特別会計は通常「裏会計」と呼ばれるものであるが、その財源は、実施機関から現

金で支給され、支出に際して領収書等証拠書類を必要としない委託研究費、町内会等

からの寸志、修学旅行業者からのリベート、学校徴収金の不正流用等である。そして、

これらの金員は、公金では支出できない事柄の支払に対して充てている。 

対象校において特別会計が存在することは多数の教職員が知っており、これを不存

在とすることに何ら合理的な説明がない。 

実施機関がその存在を隠すため、「不存在」との虚偽の回答をすることは公共機関

にあるまじき非行である。 

 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

１ １１年度文書 

(1) 不存在の理由 

   当該校では、１１年度文書を当該年度修学旅行事業の経理関係書類をまとめたファ

イルに入れて管理していたが、当該ファイルは、ＰＴＡ監査委員による監査を受け、

その結果を文書にて関係する保護者に報告した後に所在不明となっており、１１年度

文書についても同様である。なお、１１年度文書と同種の公文書で他の年度のものに

ついては、基本的には現存する。 

(2) 調査 

   １１年度文書は、対象校において本件請求以前から所在不明であることが確認され、

捜索を続けているところである。 

また、１１年度文書の公開を求める請求又は一部重複する内容の公文書公開請求は、

平成１４年９月から、原決定に対する審査請求に係る諮問を審査会に行った平成１６

年７月までの間に複数回提出されている。 

   実施機関は、これらの公文書公開請求を受理した都度、対象校に対する事情聴取等

を行ったことはもちろんであるが、現地調査も複数回行っている。 

さらに、校長・教頭を通じて対象校の全教職員に周知し、個人保管の有無、あるい

は一時的に使用したまま本来の保管場所ではないところに返却していないか等の確
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認を行い、また、対象校から他校への異動者に対しても所在の手掛かりについて調査

を重ねてきた。 

   しかしながら、当初の状況から変化がないところである。 

 

２ 特別会計通帳 

 (1) 特別会計 

請求人による平成１５年７月２５日付公文書公開請求書により、同人は「研究関係

予算の残金、町内会等からの謝礼等を財源とし、指導主事等の昼食代、職員名簿の購

入費等に当てている」経費が存在すると考え、これを「特別会計」と称していること

を確認している。 

(2) 学校研究委託事業予算 

実施機関は、学校研究委託事業の委託予算の執行について、委託事業終了後に各委

託先から提出される研究委託実績報告書にて、すべて残金はないこと及び支出内容等

を確認している。 

対象校に対しては、平成１１年度及び平成１２年度に学校研究事業を委託している

が、その実績報告書についても、残金はなく、また、領収書も添付されていた。 

(3) 謝礼等 

実施機関では、対象校における謝礼等を財源とする不適切な経理の事実は確認して

おらず、また、対象校から謝礼等に係る収入実態はない旨の回答を受けた。 

(4) 本件請求に係る調査 

  上記のとおり、請求人が主張する特別会計は存在しないことから、これに係る特別

会計通帳は保有していない。 

   

３ 非公開決定の理由 

  以上のことから、１１年度文書及び特別会計通帳については文書不存在による非公開

決定を行ったところである。 

 

 

第５ 審査会の判断 

１ １１年度文書 

 (1) 概要 

実施機関の説明によると、１１年度文書は、修学旅行の実施に係る支出の証拠書類

であり、対象校においては通常、当該事業の遂行に伴い作成又は取得する他の経理関

係書類とともに一つのファイルにつづられ、校長の管理の下、所定の場所にて保存さ

れているものである。 

 (2) 関係規定 

１１年度文書に係る修学旅行経費は、平成１６年２月に改正される以前の札幌市立

学校徴収金取扱要領（平成８年教育長決裁。以下「旧要領」という。）第３条第２号

にて規定される積立金に該当するものである。 

その取扱いについて、旧要領第２４条の規定に基づき具体的事務処理を規定した学

校徴収金事務の手引Ⅳ(5)によると、学校徴収金による物品購入に際しては、当該事

務の執行書類である物品等購入伺書及び支出伺書・精算書には、その一連の書類とし

て見積書、納品書、領収書を添付して保存すること、また、支払は、Ⅴ(1)にて、請
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求書により内容を確認のうえ学校長の決裁により行うこととされている。 

さらに、旧要領第１１条において、校長は、原則として会計年度終了後速やかに会

計区分ごとに決算書を作成し、その結果を保護者に報告しなければならないこととさ

れている。 

そして、これらの支出に係る証拠書類の保存期間は、第２０条第２項にて当該年度

経過後５年と定められている。 

以上のことから、１１年度文書である納品書、領収書、請求書は、当該年度経過後

５年間保存することと定められており、具体的には平成１７年３月末まで保管・管理

されていなければならないものである。 

一方、発注票については、旧要領には作成及び保存に係る規定はない。 

(3) 存否 

実施機関では、本件請求を受けての対象校への事情聴取のほか、以前から対象校以

外に１１年度文書が存在する場合を考慮して広く捜索を続けているが、いまだにその

存在を確認するに至っていない。 

このことについて、実施機関の説明に特に不合理な点は認められず、また、他に１１年度

文書の存在をうかがわせる事実及び実施機関がこれを意図的に不存在としていると

する事実も認められなかった。 

よって、１１年度文書を不存在につき非公開としたことは、結果として妥当である

と認めざるを得ない。 

また、発注票については、作成及び保存に係る規定がないことから、文書不存在に

つき非公開とした決定は、妥当である。 

(4) 結論 

   以上のことから、原決定のうち、発注票を非公開とした決定は妥当である。また、

その他の１１年度文書を不存在としたことについては、結果として妥当であると認め

ざるを得ない。 

 

２ 特別会計通帳 

(1) はじめに 

特別会計通帳は、存在に争いがない文書に関して、その非公開部分の公開を求め

るというものではなく、実施機関が保有しないと主張する文書について、請求人がそ

の存在を主張し、公開を求めるものである。 

当審査会としては、本件処分に係る適否の判断を行うにあたり、実施機関が文書の

不存在を立証することは困難なことから、実施機関による主張内容の合理性について、

関係規定、実際の運営等と照合しつつ、判断することとする。 

(2) 経理処理の定め等 

  当審査会における調査及び実施機関の説明等を総合したところ、対象校における経

理処理のしくみは、教育委員会事務局（以下「事務局」という。）と対象校との間及

び対象校自体について、おおむね次のように整理することができ、経理関係文書はこ

の過程において作成又は取得するものと考えられる。 

ア 事務局と対象校との間 

(ア) 予算 

対象校に配分される予算（以下「予算」という。）は、事務局から示されるもの

であるが、それは、対象校に対し、予算執行の限度額の範囲内で支出負担行為を
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許容するというものである。 

また、予算の執行に係る手続は、札幌市会計規則及び札幌市契約規則等により

定められている。 

さらに、出納機関に対する支出命令は、事務局にて行われる。 

これらのことから、予算の執行について、原則として、各学校が予算額を現金

にて入手することも、直接現金をもって債権者に支払うこともない。また、予算

執行の内容及び手続は、見積書、請求書等の必要書類を添付することにより明ら

かにしなければならない。 

(イ) 委託業務契約に基づく委託料の受領 

先の予算とは別に、対象校が、研究委託業務の事業を受託した場合は、事務局

から当該事業に係る委託料を受領する。 

この際、対象校は、委託料受領にあたり、当該年度の当該研究委託実施要領の

定めにより、校長を代表者とする学校又は学校区名口座を用意することとされて

いる。 

この研究委託料の執行にあたっては、債権者への支払までを対象校にて行うが、

その使途については、あらかじめ事務局に提出された研究委託計画書に則ること

とされている。また、事業終了後は、研究委託実施要領に基づき、対象校から、

研究成果、委託料支出に係る領収書、出納簿等を含む研究委託実績報告が提出さ

れ、事務局にて履行内容の検査が行われる。 

イ 学校徴収金 

    対象校が、学校教育活動を通じて生徒に直接還元する目的で保護者から徴収する

経費等があり、これを学校徴収金という。 

学校徴収金の取扱いについては、上記１(2)のとおりである。 

ウ 謝礼等 

学校等に寄附があった場合は、札幌市表彰基準（昭和３２年訓令第２７号）に従

って、寄附受理の処理を行うこととなっており、また、旧要領及び改正後の札幌市

立学校徴収金取扱要領においても、学校及び職員は、業者から割戻手数料、謝礼、

その他いかなる名目の金品若しくはサービスの提供を受け、又は提供を教唆しては

ならないと定められている。 

(3) 文書の見分 

ア 実施機関との委託業務契約に基づく委託料 

研究委託事業のうち平成 1３年度以降も継続して行われている学校研究委託事業

について、対象校の委託関係文書の一部を見分したところ、当該委託費に係る預金

通帳、支出ごとのレシート又は領収書及び金銭出納簿等により、残金がないこと及

び各支出の内容が明示されていたことを確認した。 

イ 学校徴収金 

対象校の実習費に係る文書のうち金銭出納簿及び関係帳票の一部を検証したと

ころ、各教科への年度当初予算配分額は当該年度における総収入額とほぼ均衡がと

れていること、金銭出納簿には実習費に係る収入及び支出について記載されている

こと、支出に際しては証拠書類として領収書が添付されること、年度末に残金が翌

年度へ繰り越されて精算されていること等を確認した。 

(4) 検 討 

  ア 予算 
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    請求人が言及していないので、当該経費と特別会計との関係については判断しな

い。 

イ 委託料及び学校徴収金 

    上記２(2)及び(3)より、特別会計の存在を確認できず、また、特別会計に係る公

文書を保有しないとする実施機関の説明について不合理・不自然な点はなく、他に

特別会計の存在をうかがわせる事実も認められなかった。 

  ウ 謝礼等 

第４-２(3)の説明について不合理・不自然な点はなく、他に謝礼等を財源の一つ

とする特別会計の存在をうかがわせる事実も認められなかった。 

(5) 結 論 

以上により、いずれの経費からも特別会計の存在を確認できず、特別会計に係る公

文書を保有しないとする実施機関の説明に不合理・不自然な点はなく、他に特別会計

の存在をうかがわせる事実も認められなかった。 

よって、特別会計通帳を不存在としこれを非公開とした原決定は妥当であると判断

する。 

 

３ 結 論 

以上、１１年度文書については１(4)のとおり、また、特別会計通帳については２(5)

のとおりであるから、合わせて第１のとおり結論する。 

なお、請求人のその他の主張は、条例に基づく公文書公開請求に係る決定の適否の判

断とは関わりのないことであるから、当審査会が判断する事柄ではない。 

 

４ 付 記 

実施機関において、保存期間中の定めがある公文書が所在不明となっていることにつ

いて、以下のとおり付記する。 

実施機関が公文書を適正に保存・管理することは、条例第２９条に規定されるとおり、

情報公開制度が適正に運営されることの前提をなすものである。 

このことから、実施機関においては、今後、条例及び文書管理に係る規定の趣旨を踏

まえて適正な文書管理が行われるよう、強く注意を喚起する。 

 

 

第６ 審査経過 

 次表のとおり。 
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年　月　日 　　　　　　　審　査　経　過

平成16年7月12日

（第156回審査会）

平成16年7月27日 諮問書及び審査庁の非公開理由説明書を受理

平成16年7月29日

（第157回審査会）

平成16年7月30日

（第158回審査会）

平成16年8月30日

（第1回第2部会）

平成16年9月9日

（第2回第2部会）

平成16年9月15日

（第159回審査会）

平成16年10月4日 答　申

事案の概要説明。審査庁からの文書受理に先立ち、内容が重複
する諮問第45号及び第47号の概要説明と併せて実施

実施機関から事情を聴取

審　議

審　議

審　議

審査請求人から意見を聴取。
この際、他の事案との併合審査を伝え、了承を得る。

 


